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食品物流は、トラックによる輸送が97％を占め、
特に、生鮮食品の輸送では、次のような特徴。
① 手積み、手降ろし等の手荷役作業が多い。
② 出荷量が直前まで決まらないこと、市場や物流センターでの

荷降ろし時間が集中することにより、待ち時間が⾧い。
③ 品質管理が厳しいこと、ロットが直前まで決まらない

こと等により、運行管理が難しい。
④ 小ロット多頻度での輸送が多い。
⑤ 産地が消費地から遠く、⾧距離輸送が多い。
→ 輸送費の引上げだけでなく、取扱いを敬遠される事例が出てきている。
また、農林水産物・食品の輸出については、2025年に2兆円、2030年に
5兆円の輸出目標を達成するため、令和2年12月に「農林水産物・食品の輸
出拡大実行戦略」を策定したところ。
→ 輸出を拡大するためには、大ロットで経済的な輸出を実践するなど、

輸出拡大のための効率的な物流の構築が重要である。 【輸送品類別 拘束時間の内訳】

出典:国土交通省「トラック輸送状況の実態調査（R２）」

【各地から東京までの距離とトラック輸送時間】

北海道（帯広）
1,300ｋｍ、18時間

青森 700km、10時間

高知 800km、12時間

宮崎 1,400km、19時間

東京都中央卸売市場

出典:農林水産省生産局「青果物流通をめぐる現状と取組事例」

苫小牧釧路

大洗

日立

（点線:北海道からのトラック輸送形態
（トラック→フェリー→トラック））

〇 食品物流の現状

出典:国土交通省「貨物地域流動調査・旅客地域流動調査（2021年度）」
「航空貨物動態調査（2021年度）」

JR貨物「2021（令和3）年度 輸送実績」
※各種統計における農水産品及び食料工業品の合計値を基に農林水産省にて
推計したものであり、実数とは異なる場合がある。

【食品流通のモード別輸送形態】

531,817千トン（96.8%）
12,985千トン（ 2.4%）
4,430千トン（ 0.8%）
0.39千トン（ 0.0%）

自動車
海運
鉄道
航空
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九州の農産物物流の改善に向けた基本的な考え方

○ 九州農業を発展させていくためには、農産物流通の安定的な確保が重要。
○ このため、九州管内の農業者（荷主）、卸売市場、物流関係者による話し合いが重要な

以下の取組について検討。
① ＲＯＲＯ船、ＪＲ貨物利用にするモーダルシフトや、共同輸配送、貨客混載の促進。

（物流拠点 (ストックポイント) の整備）
② パレット輸送やＩＣＴを活用した集荷システムや予約システムの導入。

幹線輸送

⑧ 多頻度注文が多いため
小ロットの多頻度配送
が多い

⑨ 配荷場所が複数あるた
め、効率が悪い

⑥ 荷の手下ろし作業に⾧時間
を要し、待ち時間も⾧く、
ドライバーの作業負荷や労
働時間が増える

⑦ 帰り荷がない場合は全体と
して積載率が悪くなる

④ トラック輸送が大宗

⑤ 遠隔地では⾧距離輸
送のためトラックド
ライバーの拘束時間
が⾧い

③ 各集荷場から個別に輸
送するため小ロット。

また、各集荷場を回る
ため効率が悪く、待ち時間
が⾧い

① 荷の手積み作業に⾧時
間を要し、ドライバーへ
の負荷が大きく、効率が
悪い

② 出荷量が日によって変
動し、適正配車が難しい

課
題

⑧ 商慣行の見直し

⑨ 共同輸送（トラックの
共同利用）

⑥ パレット化及びＩＣＴによ
るトラック予約受付システ
ムの導入

⑦ 共同輸送（帰り便の活用）

④ 共同輸送（トラック
の共同利用及び中継
輸送）

⑤ 鉄道・船舶へのモー
ダルシフト

③ 共同輸送（ストックポ
イント等への集約による
大ロット化・効率化）や
トラック予約受付等のＩ
ＣＴ活用

① パレット化やフレコンの
活用

② ＩＣＴによる効率集荷シ
ステムの導入

対
応
方
策

消費地
生産者 ＪＡ等の集出荷施設 卸売市場

・
物流拠点

小売店等

産 地

小売店等への配送荷受け（卸売市場等）幹線輸送出荷時出荷前
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ストックポイント設置による
九州モーダルミックス構想

熊 本

物流拠点①

宮 崎

鹿児島

⾧ 崎

佐 賀

大 分

関西圏

関東圏

☆フェリー航路
①新門司 ～ 横須賀 （東京九州フェリー）
②新門司 ～ 大阪(泉大津)（阪九航路）
③新門司 ～ 神戸 （阪九航路）
④宮崎 ～ 神戸 （宮崎カーフェリー航路）

約500km
約1000km

物流拠点

福 岡

物流拠点②

①北九州では、トラックだけではなく、フェリー、JRを活用し
たモーダルミックスの構築を目指し、北九州市中央卸売市
場内に丸北物流拠点を設置

☆RORO船航路
大在(大分) ～ 清水(静岡) 【週三便】
大在(大分) ～ 東京 【週三便】
→航路 : 博多～大分～東京

♦運航ダイヤ（一例）
①新門司 23：55発 → 横須賀 翌日20：45着
※日・祝を除く週6便（1日1便デイリー運航）
②新門司 17：30発 → 泉大津 翌日6：00着
③新門司 18：40発 → 神戸 翌日7：10着
④宮崎 19：10発 → 神戸 翌日7：30着
(③金・土は新門司20：00発→神戸翌日8：30)

②大分では大在港にJA全農大分が大分青果センターを設
置し、RORO船等を活用するモーダルミックスを実現。
利用量の増加により、拡張工事中（R5.10月現在）

☆JR貨物ターミナル
北九州貨物ターミナル

♦運航ダイヤ（東京行きは一例）
北九州 0：57 → 東京 20：46着（約21時間）
北九州 20：02 → 大阪 6：00着（約10時間）

※北九州～横須賀間に就航したフェリー

♦運航ダイヤ（一例）
大分 22：30発 → 清水 翌日18：30着
清水 22：30発 → 大分 翌日18：30着

※東京行は博多出発
博多 18：00発 → 大分 翌6：00発

→ 東京 翌5:50着

☆フェリー航路
①大在(大分) ～ 神戸 ②別府 ～ 大阪南港

♦運航ダイヤ（一例）
①大分 19：20 → 神戸 翌日6：40着（日～木）
①大分 19：30 → 神戸 翌日7：55着（金・土）
②別府 18：45 → 大阪 翌日6：35着（日～木）
②別府 19：20 → 大阪 翌日7：25着（金、土）

※第14回中小企業・小規模事業者の⾧時間労働是
正・生産性向上と人材確保に関するWG（R2.9.1）
食品流通の合理化資料を基に作成
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九州における物流効率化に向けた事例 ～ 宮崎県 ～

農産物の物流においては、出荷時に中々数量が確定しない中での荷待ち時間や、数量が集まらず突然の
キャンセル等の発生が問題。 このための改善策として、３日目販売を４日目販売にして取り組んだ結果、
ドライバーの負担軽減に大きな効果を上げている。

３日目２日目１日目（＋ １日）

旧

新

３
日
目
販
売

４
日
目
販
売

低温倉庫で保管
品質劣化を防止

★搬入時に数量を確定し、
データを入力。
（17時確定）

生産者
搬 入

生産者
搬 入

★13時前後、
搬入数量が確定し、
積込み作業を開始。

※時間的余裕のない状況での荷役作業。
※フェリーに乗り遅れたら陸送（度々発生）。

朝から積込み
作業を開始

※運行への余裕が生まれ、誤配・商品破損等が減少。
※フェリーの乗り遅れが減り、陸路輸送割合が減少。
※ドライバーの休息も取りやすい。

関
東
・
中
京
方
面

卸売市場等

卸売市場等

※低温保管による品質管理に
ついて消費地の理解が必要。
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20鉄 道

内航海運 43

営業用

普通トラック
216

〇 九州における物流効率化に向けた事例

○ＪＲ貨物の活用状況○モーダルシフト（JR貨物）の特性

①ＪＲ貨物を活用したモーダルシフトの事例

九州地区から発送される農産品・・・約20万トン
（ 19年度:22万ｔ、20年度:16万ｔ、2021年度:16万ｔ）
※品目:お米、玉ねぎ、トマト、ミカン、馬鈴薯等

北九州貨物ターミナル

鳥栖貨物ターミナル
鍋島

長崎ORS

有田ORS

大牟田ORS

熊本

川内

鹿児島貨物ターミナル

八代

佐土原ORS

南延岡

延岡

西大分

黒崎

福岡貨物ターミナル

都城ORS

出所:ＪＲ貨物提供資料

☆貨物鉄道は、トラック輸送に比べ、CO2輩出率が約1/11
☆貨物列車の輸送能力（1編成あたり650トン【26両編成】）

→貨物列車1編成(運転士1人)で、10tトラック65台分の輸送に相当

☆様々なニーズに対応するコンテナ
1．URコンテナ（10℃～20℃）
※断熱材、ドライアイス併用

3．31フィートウイングコンテナ
そのままトラックに積み替え可能
※T11パレット16枚積載可能

2．エンジン式コンテナ
（マイナス25℃～25℃）
※燃料(軽油)と発電機を装備

→7月～10月頃に集中しており、九州の農産物のメイン時期となる
冬場から春先に⾧期の障害は起こっていない

☆近年の自然災害による、⾧期輸送障害について

出所:JR貨物提供資料より九州農政局作成

輸送機関別CO2排出量単位（2021年度）
（1トンの貨物を1㎞輸送した時に排出するCO2の量CO2）

CO2排出量が
トラックの約

１/11

[単位:gーCO2/㌧㎞] 国土交通省環境政策課作成資料より、九州農政局作成

○ 平成30 年7 月豪雨の対応を踏まえ、
JR 貨物社内に「災害リスク検討会」を設置。
○ 主要幹線が自然災害等で被災したケースを想定し、
代替輸送シミュレーションを策定。
○ ダイヤ改正ごとにＪＲ各社が異常時対策の基準を
共有しており、災害発生時は実際の災害状況等を把
握のうえ、関係各社が連携して迅速に対応。
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〇 九州における物流効率化に向けた事例

○モーダルシフト（フェリー）の取組○モーダルシフト（ＲＯＲＯ船）の取組

• 大分県では、大分港（大在港）から関東向けにRORO船を
就航し、県内及び九州各地の農産物を輸送。
① 東京港向けは週３便（24H）
② 清水港向けは週３便（20H）

• 福岡県（博多港、苅田港）鹿児島県（志布志港）、宮
崎県（油津港）からも東京向けにＲＯＲＯ船が就航。また、
博多港から敦賀港行きも就航中。

• 宮崎県は宮崎港からの関西行きのRORO船も活用し、モーダ
ルシフトを実現。

②ＲＯＲＯ船やフェリーを活用したモーダルシフトの事例

• フェリーを活用し、関西及び関東方面へ農産物を輸送。
①新門司港 → 横須賀港（20時間50分）
②大分港 → 神戸港 （11時間20分）
③別府港 → 大阪港 （11時間50分）
④宮崎港 → 神戸港 （12時間20分）
⑤志布志港 → 大阪港 （13時間45分）
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卸売市場の物流機能の強化

【搬入】

⾧時間待機・渋滞

手荷役⾧時間労
働

電話・FAXで受発
注

動線の錯綜、混雑

荷捌場、貯蔵保管
施設の不足

屋外、炎天下での
荷捌

老朽化、低耐震性

【荷受】

【場内】

【防災】

【物流業界】
ドライバー不足
働き方改革
EC市場への対応
脱炭素環境対応

【卸売市場】
高齢化、人手不足
手荷役、アナログ
⾧時間の荷待ち
非効率な施設構造
老朽化、耐震性弱

このままでは、生鮮
食料品等の流通の
持続性確保が危ぶ
まれる状況

青果物等の
流通標準化

とともに、

卸売市場の
物流機能の
強化が急務

＜現状＞ ＜課題＞ ＜これからの卸売市場の機能と役割＞

〇 トラック予約システムの導入と
入退出の物流動線の交差を最
小化した施設構造

〇 取引のデジタル化・データ連携
による業務の効率化

〇 RFID等による検品自動化

〇 パレット循環体系により、手荷
役をなくし、省力化、省人化を
実現

〇 天候に左右されない荷降ろし
場、施設定温の低温化による
品質管理の高度化

〇 自動搬送装置等による効率
化、省力・省人化、非接触型の
業務体制

〇 量販・加工需要、有機、輸出
など国内外の需要の変化に対
応し、貯蔵保管機能、簡易加
工、小分け・パッケージング等の
機能強化

〇 施設の耐震性、非常用電源
の確保、BCPの策定

トラック予約システム

効率的な荷下ろし
が可能な施設構造

施設の定温化による
鮮度・品質保持

自動搬送装置

データ連携・デジタル化
による業務の改善

ドックシェルター

電動移動ラック
貯蔵保管機能強化

加工処理施設

非常用電源

拠点市場

鉄道輸送

海上輸送

航空輸送

幹線共同輸送
モーダルシフト
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農林水産省物流対策本部の概要

本 部 ⾧:農林水産大臣
本部⾧代理:農林水産副大臣
筆頭副本部⾧:農林水産副大臣
副 本 部 ⾧:農林水産大臣政務官

農林水産大臣政務官
幹 事 ⾧:農林水産事務次官
幹 事:大臣官房総括審議官（新事業･食品産業）
本 部 員:農林水産審議官、官房⾧、大臣官房総括審議官、大臣官房技

術総括審議官、危機管理･政策立案総括審議官、消費･安全局
⾧、輸出･国際局⾧、農産局⾧、畜産局⾧、経営局⾧、農村
振興局⾧、林野庁⾧官、水産庁⾧官

事 務 局:大臣官房新事業･食品産業部食品流通課

【検討・実施内容】

農林水産省物流対策本部

【対策本部設置概要】
１ 2024年４月に向け、農産物等の物流確保、産地等の負担抑制等について、産地等から不安･懸念の声。
２ 今後、各産地等への声に丁寧に対応していくため、省内の各品目･業界担当部署が参画する「農林水産省物流対策本部」を設置。
３ 全農等とも協力し、全国各地･各品目における物流確保に向け、現場対応を一層強化。

【タスクフォース概要】

１ 対策本部の下で具体的な物流課題への対処を行うため、省内各部局長の部長･審議官級と地方農政局次長、関係団体を

メンバーとする「官民合同タスクフォース」を設置。

２ 全国各地･各品目の関係者による取組の後押し、未だ取組が進まない現場での取組の掘り起こし等、現場対応を一層強化。

１ 全国各地の農林水産品･食品の物流問題に関する相談の受付け
２ 全国各地の現場へのタスクフォースメンバーの派遣
３ 全国各地の物流問題に係る具体的な改善策の実施
４ 全国各地の先進･優良事例の情報発信

農林水産品・食品の物流に関する官民合同タクスフォース

【農林水産省物流対策本部構成員】

【賛助メンバー】

１ 政府全体の物流対策の取組状況、農林水産省所管の各品目･業界における物流
対策の取組状況等の共有

２ 全国各地・各品目の関係者の物流の確保に関する意識の醸成
３ 全国各地･各品目 の関係者による物流の確保に向けた具体的な取組の推進
４ 着手が遅れている関係者との協力して取り組む、更なる物流の効率化の推進

【活動内容】

全国農業協同組合連合会、ホクレン農業協同組合連合会、全国中
央市場青果卸協会、食品産業センター、日本加工食品卸協会、日本
スーパーマーケット協会、全国木材組合連合会、大日本水産会、日
本貨物鉄道、日本⾧距離フェリー協会、日本内航海運組合連合会

指揮

【構成員】

TF⾧:大臣官房総括審議官（新事業･食品産業）
副TF⾧:大臣官房新事業食品産業部⾧
メンバー

農林水産品・食品物流問題相談窓口

大臣官房審議官（消費･安全局）、大臣官房輸出促進審議官、大臣官房生
産振興審議官、大臣官房審議官（畜産局）、大臣官房審議官（経営局）、
大臣官房審議官（農村振興局）、農産局農産政策部⾧、農林水産技術会
議事務局研究総務官、林野庁林政部⾧、水産庁漁政部⾧、東北農政局次
⾧、関東農政局次⾧、北陸農政局次⾧、東海農政局次⾧、近畿農政局次⾧、
中国四国農政局次⾧、九州農政局次⾧、北海道農政事務所次⾧、内閣府
沖縄総合事務局総務調整官、 国立研究開発法人農業・食品産業技術総合
研究機構食品研究部門所⾧

物流上の課題や不安を抱えている事業者等の
皆様からの相談を受け付ける「農林水産品・食品
物流問題相談窓口」を本省及び地方農政局等に
設置しました。

農林水産省 大臣官房新事業・食品産業部
食品流通課
電話番号（直通） 03-6744-2379
メールアドレス
butsuryu_sodan＠maff.go.jp

九州農政局 経営・事業支援部 食品企業課
電話番号（直通） 096-211-9371
メールアドレス
butsuryu_sodan_kyushu＠maff.go.jp

内容の詳細は
https://www.maff.go.jp/j/shokusan/ryu
tu/soumu/index.html
をご確認願います。
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